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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は、中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間純利益、第44期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり中間（当

期）純損失であり、また、潜在株式がないため、記載しておりません。第45期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (千円) 1,231,427 1,626,482 1,349,575 3,239,791 4,403,977 

経常利益または 
経常損失（△） 

(千円) △175,470 △60,559 △134,069 △105,798 112,157

当期純利益または 
中間(当期)純損失(△) 

(千円) △111,581 △46,128 △83,387 △112,712 57,092

持分法を適用した場合の 
投資損失 

(千円) ―  6,587 9,118 4,298 11,832

資本金 (千円) 209,200 209,200 209,200 209,200 209,200 

発行済株式総数 (株) 3,420,000 3,420,000 3,420,000 3,420,000 3,420,000 

純資産額 (千円) 1,474,713 1,419,521 1,404,489 1,477,761 1,527,489 

総資産額 (千円) 3,083,243 3,216,991 3,056,899 3,080,672 3,613,899 

１株当たり純資産額 (円) 431.20 415.06 410.77 432.09 446.74 

１株当たり当期純利益 
または中間(当期)純損失
(△) 

(円) △32.63 △13.49 △24.39 △32.96 16.69

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ５ 10

自己資本比率 (％) 47.8 44.1 45.9 48.0 42.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 81,089 148,033 △125,483 132,055 325,785

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △5,340 △5,367 △17,719 △81,093 △19,834

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △52,468 △45,544 △41,854 △101,812 △80,831

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 239,015 262,008 204,947 164,885 390,004

従業員数 (人) 103 96 95 97 93 



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注)  従業員数は、就業人員であります。 

  

(2) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、麻生フオームクリート職員労働組合と称し、昭和57年11月１日に結成され、平成18年９月30

日現在の組合員数は43名であります。 

なお、労使関係については、円満に推移しており特に記載すべき事項はありません。 

  

従業員数(人) 95 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油価格高騰の悪影響が懸念されましたが、堅調な海外景気を背景とし

た輸出の伸びが企業収益の拡大に寄与し、設備投資の増加や雇用環境の改善による個人消費の増加に繋がり、地域

間格差はあるものの概ね景気は緩やかな回復基調で推移しました。 

建設業界におきましては、公共工事の減少で民間工事でも受注競争が激化し、また公共工事での低価格入札が増

え採算性が悪化するなど、依然として厳しい環境となりました。 

このような状況の下、当社は提案営業・組織営業を強化するとともに生産効率の向上に努め、受注量と収益の確

保に取組んでまいりました。 

しかしながら、受注高は18億86百万円（前年同期比12.2％減）、売上高は13億49百万円（前年同期比17.0％減）

となりました。利益につきましては、売上高の絶対額不足や価格競争激化から予想以上に受注単価が低下したこと

などから、経常損失１億34百万円（前年同期における経常損失60百万円）、中間純損失83百万円（前年同期におけ

る中間純損失46百万円）となりました。 

部門別の状況は、次のとおりであります。 

（気泡コンクリート工事部門） 

軽量盛土工事において、価格競争の激化から見込んでいた物件が一部受注出来ず、受注高が５億40百万円（前年

同期比26.8％減）と減少しましたが、管路中詰工事の受注高が２億74百万円（前年同期比37.7％増）、空洞充填工

事の受注高が３億69百万円（前年同期比10.0％増）と好調だったことから、気泡コンクリート工事部門全体の受注

高は、ほぼ計画通りの11億84百万円（前年同期比7.0％減）となりました。完成工事高につきましては、受注が好調

だった管路中詰工事が２億88百万円（前年同期比41.4％増）、また空洞充填工事が１億97百万円（前年同期比

14.7％減）とほぼ計画通りでしたが、売上高比率の高い軽量盛土工事の完成工事高が、一部工期のずれ込みや繰越

工事も少なかったこともあり３億28百万円（前年同期比18.4％減）と減少したため、気泡コンクリート工事部門全

体の完成工事高は、計画を大幅に下回り８億13百万円（前年同期比2.8％減）となりました。 

（地盤改良工事部門） 

予定されていたパワーブレンダー工法での公共工事の発注遅れや、見込んでいた鋼管ソイルセメント杭工法（Ｈ

ＹＳＣ杭工法）での一部工事の発注ずれ込みなどから、地盤改良工事部門全体の受注高は、計画を下回り６億41百

万円（前年同期比9.9％減）となりました。また完成工事高も受注高が伸びなかったことから４億66百万円（前年同

期比23.0％減）と大幅に減少いたしました。 

（補修工事部門） 

得意先ゼネコンの競争激化による受注競争での苦戦から、見込んでいた受注高を確保出来ず、受注高は42百万円

（前年同期比72.1％減）、完成工事高は27百万円（前年同期比75.3％減）と大幅に減少いたしました。 

（その他工事部門） 

受注高は19百万円（前年同期比43.4％増）、完成工事高は19百万円（前年同期比57.6％増）となりました。 

（商品販売部門） 

売上高はほぼ計画通りの23百万円（前年同期比62.0％減）となりました。 

  

(注) 「第２ 事業の状況」に おける各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により使用した資金は１億25百万円（前年同期は１億48百万円の収入）となりました。これは、主に売

上高の減少により税引前中間純損失１億33百万円（前年同期における税引前中間純損失68百万円）を計上したこと

等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は17百万円（前年同期比230.1％増）となりました。これは、主に有形固定資産の取

得によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は41百万円（前年同期比8.1％減）となりました。これは、主に借入金の返済及び社

債の償還による支出並びに配当金の支払によるものであります。 

これにより「現金及び現金同等物中間期末残高」は、２億４百万円と前年同期と比べ57百万円（21.8％減）の減

少となりました。 

  

 (注) 営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、消費税等を含んだ金額で表示しております。 

  



２ 【受注工事高及び施工高の状況】 

商品販売については、販売と仕入及び受注との差異が僅少なため、１「業績等の概要」における事業部門別の業績

の記載を参照願います。 

(1) 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

(注) １ 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額を含ん

でおります。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。 

２ 中間期末(期末)繰越工事高の施工高は支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

３ 期中施工高は、期中完成工事高＋中間期末(期末)繰越施工高－前期繰越施工高に一致いたします。 

  

期別 工事部門別 
期首繰越 
工事高 
(千円) 

期中受注
工事高 
(千円) 

計
  

(千円) 

期中完成
工事高 
(千円) 

中間期末(期末)繰越工事高 
期中 
施工高 
(千円) 

手持工事高
  

(千円) 

  
うち施工高 

(％) (千円) 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

気泡コンク 
リート工事 

463,534 1,272,864 1,736,399 837,054 899,345 32.1 288,546 998,614

地盤改良 
工事 

126,300 711,674 837,974 606,024 231,950 73.1 169,660 706,584

補修工事 18,700 151,943 170,643 110,243 60,400 68.9 41,590 140,949

その他工事 ― 13,260 13,260 12,060 1,200 100.0 1,200 13,260

計 608,534 2,149,741 2,758,276 1,565,381 1,192,895 42.0 500,997 1,859,408

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

気泡コンク 
リート工事 

294,376 1,184,171 1,478,547 813,408 665,139 43.0 286,197 1,021,956

地盤改良 
工事 

154,300 641,326 795,626 466,726 328,900 46.7 153,691 490,817

補修工事 ― 42,368 42,368 27,198 15,170 30.9 4,682 31,881

その他工事 ― 19,010 19,010 19,010 ― ― ― 19,010

計 448,676 1,886,876 2,335,552 1,326,343 1,009,209 44.1 444,571 1,563,665

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

気泡コンク 
リート工事 

463,534 2,485,132 2,948,667 2,654,291 294,376 26.4 77,650 2,604,955

地盤改良 
工事 

126,300 1,382,066 1,508,366 1,354,066 154,300 84.0 129,600 1,414,566

補修工事 18,700 227,718 246,418 246,418 ― ― ― 235,534

その他工事 ― 19,695 19,695 19,695 ― ― ― 19,695

計 608,534 4,114,612 4,723,147 4,274,471 448,676 46.2 207,250 4,274,752



(2) 完成工事高 

  

(注) １ 官公庁には、当社が建設業者から下請として受注したものを含めて記載しております。 

２ 完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。 

前中間会計期間 請負金額2,000万円以上の主なもの 

  

当中間会計期間 請負金額2,000万円以上の主なもの 

３ 前中間会計期間及び当中間会計期間ともに完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。 

  

期別 部門別 
官公庁
(千円) 

民間
(千円) 

計 
(千円) 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

気泡コンクリート工事 777,840 59,214 837,054 

地盤改良工事 356,442 249,582 606,024 

補修工事 7,220 103,023 110,243 

その他工事 10,760 1,300 12,060 

計 1,152,262 413,119 1,565,381 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

気泡コンクリート工事 672,700 140,708 813,408 

地盤改良工事 369,431 97,295 466,726 

補修工事 1,468 25,729 27,198 

その他工事 3,300 15,710 19,010 

計 1,046,901 279,442 1,326,343 

(注文者) (工事名) 

株式会社鴻池組 第二京阪楠根地区改良工事 

株式会社大林組 蒲郡第８工区送水管布設工事 

新発田建設株式会社 日本海東北自動車道築地工事 

東鉄工業株式会社 産業通り路盤工事 

大成建設株式会社 水戸幹線シールド工事 

(注文者) (工事名) 

株式会社ジオダイナミック 門真ＪＣＴ西基礎工事 

株式会社フジタ 島根右衛門給水所間配水本管新設工事 

鹿島建設株式会社 新千葉県自治会館建設工事 

株式会社大林組 藤沢市辻堂西海岸地内配水管布設工事 

大末建設株式会社 日本海東北自動車道大内工事 



(3) 手持工事高(平成18年９月30日現在) 

  

(注) １ 官公庁には、当社が建設業者から下請として受注したものを含めて記載しております。 

２ 手持工事のうち請負金額2,000万円以上の主なものは、次のとおりであります。 

  

３ 【対処すべき課題】 

国内建設市場の縮小、競争の激化が続くなかにあって、いかに利益を生み出す収益構造を構築するかが重要な課題

と認識しております。当社といたしましては、社会ニーズ、市場ニーズ、顧客ニーズにスピーディに対応し、また新

市場の開拓に注力し受注量の確保に取組むとともに、一層の生産効率の向上に取組み利益の確保に努めてまいりま

す。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社の研究開発活動は、全社で推進しており、環境に配慮したインフラを創るために、新技術と新工法の開発をす

ることで新しい価値を創造し、顧客にベストを尽くすことを基本方針としております。その主な活動は、原材料であ

る起泡剤の改善・改良、工事施工用機械装置の改良・開発・導入、新規事業等で、必要に応じ社内外の組織とプロジ

ェクトチームを編成しております。 

当中間会計期間の調査研究費は、15,180千円で、主な研究開発活動は次のとおりであります。 

(1) 気泡コンクリートの水中耐久性の増大を目的として、撥水性または防水性を有する気泡コンクリートの開発に

着手いたしました。                

(2) 気泡コンクリートの用途拡大を目的として開発した気泡群入りパワーブレンダー工法による気泡混合軽量土の

造成技術において、製造する気泡群の粒径を改善するため発泡装置の構造見直しに取組んでおります。 

(3) 狭小地での地盤改良工事を目的として、アスコラム工法の施工機械を小型に改良したアスコラムＴＹＰＥⅡの

建築技術性能証明を、財団法人日本建築総合試験所より取得いたしました 

区分 
官公庁 
(千円) 

民間
(千円) 

計 
(千円) 

気泡コンクリート工事 578,164 86,975 665,139 

地盤改良工事 192,100 136,800 328,900 

補修工事 10,500 4,670 15,170 

その他工事 ― ― ― 

計 780,764 228,445 1,009,209 

(注文者) (工事名) (完成予定) 

清水建設株式会社 第二東名高速道路伊佐布工事 平成19年３月 

成和リニューアルワークス 

株式会社 
中央自動車道恵那山トンネル覆工補修工事 平成19年１月 

昭和建設株式会社 国道411号塩の山橋下部工建設工事 平成18年12月 

株式会社フジタ 霞大橋耐震対策工事 平成18年12月 

芙蓉パーライト株式会社 採掘跡埋戻し工事 平成19年３月 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 重要な設備の新設等 

特記すべき事項はありません 

  

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 12,080,000 

計 12,080,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月18日)

上場証券取引所名または
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 3,420,000 3,420,000 ジャスダック証券取引所 ― 

計 3,420,000 3,420,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

自平成18年４月１日 
至平成18年９月30日 

― 3,420,000 ― 209,200 ― 180,400



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年９月30日現在 

(注) 単元未満株式欄の普通株式には、当社所有の自己株式800株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社麻生 福岡県飯塚市芳雄町７番18号 1,420 41.52 

株式会社麻生地所 福岡県嘉穂郡桂川町大字吉隈120番地 400 11.69 

麻生石油販売株式会社 福岡市博多区千代２丁目21番９号 300 8.77 

宗教法人萬福寺 神戸市北区山田町小部字藤木谷17 160 4.67 

麻生フオームクリート 
従業員持株会 

川崎市中原区苅宿287番地 66 1.94

嶋 路 正 昭 滋賀県大津市赤尾町 66 1.92 

岸 本 孝 雄 神戸市北区 63 1.84 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 60 1.75 

株式会社福岡銀行 福岡市中央区天神２丁目13番１号 60 1.75 

株式会社西日本シティ銀行 福岡市博多区博多駅前３丁目１番１号 60 1.75 

計 ― 2,655 77.64 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式 
(自己株式等) 

― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式 
(自己株式等) 

― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,418,000 3,418 ― 

単元未満株式 普通株式 2,000 ―
一単元（1,000株）未満の
株式 

発行済株式総数 3,420,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 3,418 ― 



② 【自己株式等】 
平成18年９月30日現在 

  
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 398 383 356 374 375 380 

最低(円) 378 350 340 366 360 325 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記

載しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当

中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及

び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監

査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

 現金預金   313,208    268,147   440,604    

 受取手形 ※４ 432,762    392,203   600,512    

 完成工事未収入金   311,955    303,318   686,832    

 売掛金   13,249    6,932   14,775    

 未成工事支出金   416,552    384,951   186,694    

 材料貯蔵品   17,565    20,309   16,305    

 その他 ※５ 95,992    107,237   48,286    

 貸倒引当金   △21,223    △16,000   △13,000    

流動資産合計     1,580,064 49.1  1,467,099 48.0   1,981,012 54.8

Ⅱ 固定資産                

 有形固定資産 ※１              

機械装置   119,916    108,235   123,141    

土地 ※２ 1,122,839    1,122,839   1,122,839    

その他 ※２ 94,080    102,228   99,409    

有形固定資産計   1,336,835    1,333,303   1,345,390    

 無形固定資産   3,274    2,787   2,972    

投資その他の資産   373,763    297,085   342,765    

 貸倒引当金   △76,946    △43,376   △58,240    

固定資産合計     1,636,927 50.9  1,589,800 52.0   1,632,886 45.2

資産合計     3,216,991 100.0  3,056,899 100.0   3,613,899 100.0

            



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

 支払手形 ※２ 
、４ 581,702    549,482   997,924    

 工事未払金 ※２ 402,367    291,716   383,008    

 買掛金 ※２ 18,431    6,750   4,850    

 短期借入金 ※２ 74,000    82,000   68,000    

 一年以内償還社債 ※２ 29,000    29,000   29,000    

   一年以内返済 
   長期借入金 ※２ 28,800   28,800 28,800   

 未払法人税等   3,988    2,312   20,547    

 未成工事受入金   203,370    208,682   96,989    

 賞与引当金   31,700    46,500   30,800    

 完成工事補償 
 引当金   3,500   4,000 4,250   

 工事損失引当金   ―    10,485   ―    

 その他   58,305    68,440   82,115    

流動負債合計     1,435,165 44.6   1,328,169 43.5   1,746,286 48.3

Ⅱ 固定負債                

 社債 ※２ 101,500    72,500   87,000    

 長期借入金 ※２ 99,200    77,600   84,800    

 退職給付引当金   158,200    170,600   164,800    

 その他   3,404    3,540   3,523    

固定負債合計     362,304 11.3  324,240 10.6   340,123 9.4

負債合計     1,797,470 55.9  1,652,410 54.1   2,086,410 57.7



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     209,200 6.5  ― ―   209,200 5.8

Ⅱ 資本剰余金                

 資本準備金   180,400    ―   180,400    

資本剰余金合計     180,400 5.6  ― ―   180,400 5.0

Ⅲ 利益剰余金                

 利益準備金   24,050    ―   24,050    

 任意積立金   1,035,000    ―   1,035,000    

 中間未処理損失   41,519    ―   ―    

 当期未処分利益   ―    ―   61,701    

利益剰余金合計     1,017,530 31.6  ― ―   1,120,751 31.0

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金     12,390 0.4 ― ―   17,497 0.5

Ⅴ 自己株式     ― ―  ― ―   △360 △0.0

資本合計     1,419,521 44.1  ― ―   1,527,489 42.3

負債資本合計     3,216,991 100.0  ― ―   3,613,899 100.0



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  209,200 6.8   ― ―

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金   ―    180,400   ―    

資本剰余金合計     ― ―  180,400 5.9   ― ―

３ 利益剰余金                

(1) 利益準備金   ―    24,050   ―    

(2) その他利益剰余金                

別途積立金   ―    1,035,000   ―    

繰越利益剰余金   ―    △55,877   ―    

利益剰余金合計     ― ―  1,003,172 32.8   ― ―

４ 自己株式     ― ―  △360 △0.0   ― ―

株主資本合計     ― ―  1,392,412 45.5   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 12,076 0.4   ― ―

純資産合計     ― ―  1,404,489 45.9   ― ―

負債純資産合計     ― ―  3,056,899 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高                

 完成工事高   1,565,381    1,326,343   4,274,471    

 商品売上高   61,101 1,626,482 100.0 23,231 1,349,575 100.0 129,505 4,403,977 100.0

Ⅱ 売上原価                

 完成工事原価   1,313,967    1,152,973   3,573,987    

 商品売上原価   46,711 1,360,679 83.7 15,912 1,168,885 86.6 89,333 3,663,320 83.2

売上総利益                

完成工事総利益   251,413    173,369   700,484    

商品売上総利益   14,389 265,803 16.3 7,319 180,689 13.4 40,172 740,656 16.8

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費     330,303 20.3 320,703 23.8   633,756 14.4

営業損失     64,500 △4.0  140,014 △10.4   ― ―

営業利益     ― ―  ― ―   106,900 2.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   8,272 0.5  10,079 0.7   14,399 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   4,331 0.2  4,133 0.3   9,142 0.2

経常損失     60,559 △3.7  134,069 △10.0   ― ―

経常利益     ― ―  ― ―   112,157 2.5

Ⅵ 特別利益     ― ―  960 0.1   1,800 0.0

Ⅶ 特別損失 ※３ 
、５   7,691 0.5 ― ―   7,691 0.1

税引前中間純損失     68,250 △4.2  133,109 △9.9   ― ―

税引前当期純利益     ― ―  ― ―   106,266 2.4

法人税、住民税 
及び事業税   1,071   1,071 16,800   

法人税等調整額   △23,193 △22,122 △1.3 △50,793 △49,722 △3.7 32,374 49,174 1.1

中間純損失     46,128 △2.9  83,387 △6.2   ― ―

当期純利益     ― ―  ― ―   57,092 1.3

前期繰越利益     4,609   ―    4,609  

中間未処理損失     41,519   ―    ―  

当期未処分利益     ―   ―    61,701  

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成18年３月31日残高(千円) 209,200 180,400 180,400 

中間会計期間中の変動額       

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― ― 

平成18年９月30日残高(千円) 209,200 180,400 180,400 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 24,050 1,035,000 61,701 1,120,751 △360 1,509,991 

中間会計期間中の変動額             

 剰余金の配当 ― ― △34,192 △34,192 ― △34,192 

 中間純損失 ― ― 83,387 83,387 ―  83,387 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) ― ― △117,579 △117,579 ― △117,579 

平成18年９月30日残高(千円) 24,050 1,035,000 △55,877 1,003,172 △360 1,392,412 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 17,497 17,497 1,527,489 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当 ― ― △34,192 

 中間純損失 ― ― 83,387 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △5,420 △5,420 △5,420 

中間会計期間中の変動額合計 
(千円) △5,420 △5,420 △122,999 

平成18年９月30日残高(千円) 12,076 12,076 1,404,489 



④ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

１ 税引前中間純損失   △68,250 △133,109 ― 

  税引前当期純利益   ― ― 106,266 

２ 減価償却費   22,793 20,621 48,371 

３ 減損損失   6,083 ― 6,083 

４ 貸倒引当金の増加・減少(△)額   13,266 △11,863 △13,662 

５ 退職給付引当金の 
  増加・減少(△)額   △1,900 5,800 4,700 

６ 賞与引当金の増加・減少(△)額   △5,500 15,700 △6,400 

７ 完成工事補償引当金の 
  増加・減少(△)額   350 △250 1,100 

８ 工事損失引当金の増加額   ― 10,485 ― 

９ 受取利息及び受取配当金   △830 △295 △1,359 

10 支払利息   1,508 1,102 2,952 

11  社債利息   435 348 826 

12 社債保証料   781 594 1,483 

13 売上債権の減少・増加(△)額   168,137 614,529 △357,309 

14 未成工事支出金の増加額   △233,531 △198,256 △3,673 

15 その他のたな卸資産の 
  減少・増加(△)額   △717 △4,003 542 

16 仕入債務の増加・減少(△)額   87,586 △518,200 445,669 

17 未払金の増加・減少(△)額   △2,532 2,439 △1,073 

18 未収消費税等の減少・増加(△)額   7,796 △6,686 8,821 

19 未払消費税等の増加・減少(△)額   ― △22,160 22,160 

20 未成工事受入金の増加額   147,347 111,693 40,966 

21 その他   7,607 5,024 25,268 

小計   150,429 △106,486 331,733 

22 利息及び配当金の受取額   830 295 1,359 

23 利息の支払額   △1,930 △1,251 △3,722 

24 法人税等の支払額   △1,295 △18,040 △3,585 

営業活動による 
キャッシュ・フロー   148,033 △125,483 325,785



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

１ 定期預金の預入による支出   △55,600 △67,600 △86,200 

２ 定期預金の払戻による収入   55,000 55,000 86,200 

３ 有形固定資産の取得による支出   ― △29,425 △10,300 

４ 積立保険の積立による支出   △4,767 △2,660 △9,534 

５ 積立保険の返戻による収入   ― 26,966 ― 

投資活動による 
キャッシュ・フロー   △5,367 △17,719 △19,834 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

１ 短期借入金の純増加・減少(△)額   400 14,000 △5,600 

２ 長期借入金の返済による支出   △14,400 △7,200 △28,800 

３ 社債の償還による支出   △14,500 △14,500 △29,000 

４ 自己株式の取得による支出   ― ― △360 

５ 配当金の支払額   △17,044 △34,154 △17,071 

財務活動による 
キャッシュ・フロー   △45,544 △41,854 △80,831 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加・減少(△)額   97,122 △185,057 225,119 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高   164,885 390,004 164,885 

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  中間期末(期末)残高   262,008 204,947 390,004 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

有価証券 

①その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。) 

有価証券 

①その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算定

しております。) 

有価証券 

①その他有価証券 

 時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してお

ります。) 

  デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

デリバティブ 

同左 

  たな卸資産 

①未成工事支出金 

個別法による原価法 

②材料貯蔵品 

移動平均法による原価

法 

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

②材料貯蔵品 

同左 

たな卸資産 

①未成工事支出金 

同左 

②材料貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)に

ついては定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 

15～38年 

機械装置及び車両運搬具 

４～７年 

有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)に

ついては定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 

10～38年 

機械装置及び車両運搬具 

５～７年 

有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物付属設備を除く)に

ついては定額法を採用し

ております。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物及び構築物 

15～38年 

機械装置及び車両運搬具 

４～７年 

  無形固定資産 

定額法によっておりま

す。 

なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒による損

失に備えるため、一般

債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能

性を検討し、回収不能

見込額を計上しており

ます。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

従業員の賞与の支給

に備えるため、将来の

支給見込額のうち当中

間会計期間の負担額を

計上しております。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

  従業員の賞与の支給

に備えるため、将来の

支給見込額のうち当期

の負担額を計上してお

ります。 

  完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵

担保の費用に備えるた

め、当中間会計期間末

に至る１年間の完成工

事高に対する将来の見

積補償額に基づいて計

上する方法によってお

ります。 

完成工事補償引当金 

同左 

完成工事補償引当金 

  完成工事に係る瑕疵担

保の費用に備えるため、

当事業年度末に至る１年

間の完成工事高に対する

将来の見積補償額に基づ

き計上しております。 

  ――――――― 

  

工事損失引当金 

  受注工事に係る将来

の   損失に備える

ため、当中間会計期間

末手持工事のうち損失

の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的

に見積もることができ

る工事について、損失

見込額を計上しており

ます。 

――――――― 

  

  

  退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間

会計期間末において発

生していると認められ

る額を簡便法により計

上しております。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

  従業員の退職給付に

備えるため、当事業年

度末における退職給付

債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業

年度末に発生している

と認められる額を簡便

法により計上しており

ます。 

４ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 

  金利スワップ取引につ

いては特例処理の要件を

満たしているため、特例

処理を採用しておりま

す。 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

  金利スワップ取引 

 ヘッジ対象 

  借入金の利息 

③ヘッジ方針 

  借入金の金利変動リス
クを回避する目的で行っ
ております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処
理の要件を満たしている
ので、中間決算日におけ
る有効性の評価を省略し
ております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 
  
  

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 
  
  

④ヘッジ有効性評価の方法 

  金利スワップの特例処
理の要件を満たしている
ので、決算日における有
効性の評価を省略してお
ります。 

６ 中間キャッシュ・

フロー計算書(キ

ャッシュ・フロー

計算書)における

資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー

計算書上資金の範囲に含め

た現金及び現金同等物は、

手許現金及び要求払預金ほ

か取得日より３ヶ月以内に

満期日が到来する定期性預

金であります。 

同左  キャッシュ・フロー計算

書上資金の範囲に含めた現

金及び現金同等物は、手許

現金及び要求払預金ほか取

得日より３ヶ月以内に満期

日が到来する定期性預金で

あります。 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等に相当する額の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  

  

消費税等の会計処理 

同左 

  

  



会計処理の変更 

  

  

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

これにより税引前中間純損失が

6,083千円増加しております。 

なお、減損損失累計額につきまし

ては、改正後の中間財務諸表等規則

に基づき当該資産の金額から直接控

除しております。  

――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当期から「固定資産の減損に係る

会計基準」(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９

日))及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号)を適用して

おります。 

これにより税引前当期純利益が

6,083千円減少しております。 

なお、減損損失累計額につきまし

ては、改正後の財務諸表等規則に基

づき当該資産の金額から直接控除し

ております。           

――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等） 

 当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 なお、従来の「資本の部」の合計

に相当する金額は1,404,489千円で

あります。 

 また、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表の純資産の部につきまし

ては、改正後の中間財務諸表等規則

により作成しております。 

――――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額 1,024,580千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額 1,022,581千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額 
1,029,407千

円

※２ 担保に供している資産 

建物 31,192千円

土地 1,122,839千円

計 1,154,032千円

※２ 担保に供している資産 

建物 37,291千円

土地 1,122,839千円

計 1,160,130千円

※２ 担保に供している資産 

建物 37,489千円

土地 1,122,839千円

計 1,160,328千円

   上記の担保資産に対する債務 

支払手形 13,736千円  
工事未払金 19,683千円  
買掛金 257千円  
割引手形 40,000千円

短期借入金 74,000千円  
一年以内返
済長期借入
金 

28,800千円  

社債に係る
銀行保証 

130,500千円  

長期借入金 99,200千円  
計 406,177千円  

   上記の担保資産に対する債務 

支払手形 45,909千円  
工事未払金 9,228千円  
買掛金 2,926千円  
割引手形 86,420千円

短期借入金 82,000千円  
一年以内返
済長期借入
金 

28,800千円  

社債に係る
銀行保証 

101,500千円  

長期借入金 77,600千円  
計 434,385千円  

   上記の担保資産に対する債務 

支払手形 53,708千円

工事未払金 20,403千円

買掛金 4,850千円

割引手形 45,000千円

短期借入金 68,000千円

一年以内返
済長期借入
金 

28,800千円

社債に係る
銀行保証 

116,000千円

長期借入金 84,800千円

計 421,563千円

３ 受取手形割引高 40,000千円 ３ 受取手形割引高 86,420千円 ３ 受取手形割引高 45,000千円

――――――― 

    

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理につきましては、手形交

換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったため、

次の中間期末日満期手形が中間会

計期末残高に含まれております。 

受取手形 23,098千円

支払手形 13,647千円

――――――― 

※５ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めております。 

※５ 消費税等の取扱い 

同左 

――――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 586千円

受取手数料 2,294千円

受取配当金 243千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 21千円

受取手数料 1,883千円

受取配当金 273千円

※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 965千円

受取手数料 4,519千円

受取配当金 394千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 1,508千円

社債利息 435千円

社債保証料 781千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 1,102千円

社債利息 348千円

社債保証料 594千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 2,952千円

社債利息 826千円

社債保証料 1,483千円

※３ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 6,083千円

――――――― ※３ 特別損失のうち主要なもの 

減損損失 6,083千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 22,491千円

無形固定資産 302千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 20,437千円

無形固定資産 184千円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 47,766千円

無形固定資産 605千円

※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上いたし

ました。 

当社は、事業用資産につきま

しては管理会計上の区分を基準

に支店単位に、遊休資産につき

ましては個別にグループ化し、

減損損失の判定を行っておりま

す。 

その結果、近年の予想しえな

い時価の下落により、上記資産

の帳簿価額を回収可能額まで減

額し、当該減少額を減損損失

（6,083千円）として特別損失に

計上しております。 

なお、当資産グループの回収可

能額は、正味売却価額により測定

しており、近隣の売却時価により

評価しております。 

用途 種類 場所 
金額 

(千円)

遊休 土地 
福岡県 

飯塚市 
6,083

――――――― ※５ 減損損失 

当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上いたし

ました。 

当社は、事業用資産につきま

しては管理会計上の区分を基準

に支店単位に、遊休資産につき

ましては個別にグループ化し、

減損損失の判定を行っておりま

す。 

その結果、近年の予想しえな

い時価の下落により、上記資産

の帳簿価額を回収可能額まで減

額し、当該減少額を減損損失

（6,083千円）として特別損失に

計上しております。 

なお、当資産グループの回収可

能額は、正味売却価額により測定

しており、近隣の売却時価により

評価しております。 

用途 種類 場所 
金額 

(千円)

遊休 土地 
福岡県 

飯塚市 
6,083



(中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

    該当事項はありません。 

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

普通株式 3,420,000 ― ― 3,420,000

株式の種類 
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

普通株式 800 ― ― 800

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 34,192 10 平成18年３月31日 平成18年６月28日 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

  

現金預金勘定 313,208千円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△51,200千円

現金及び現金同等物 262,008千円

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

現金預金勘定 268,147千円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金 

△63,200千円

現金及び現金同等物 204,947千円

  現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金預金勘定 440,604千円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△50,600千円

現金及び現金同等物 390,004千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間 
期末残高
相当額 
(千円) 

有形固定 
資産 
「その他」 

     

(車両 
運搬具) 14,898 3,603 11,294

(工具 
器具備品) 12,318 6,284 6,033

無形固定 
資産      

(ソフト 
ウェア) 21,000 14,700 6,300

合計 48,216 24,588 23,627 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間
期末残高
相当額 
(千円) 

有形固定 
資産 
「その他」 
(車両 
運搬具) 28,368 6,599 21,768

(工具 
器具備品) 12,318 8,605 3,713

無形固定 
資産 
(ソフト 
ウェア) 21,000 17,150 3,850

合計 61,686 32,354 29,331 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

有形固定
資産 
「その他」 

    

(車両
運搬具) 14,898 5,093 9,804 

(工具
器具備品) 12,318 7,444 4,873 

無形固定
資産     

(ソフト
ウェア) 21,000 15,050 5,950 

合計 48,216 27,588 20,627 

(注)  取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定してお

ります。 

(注)     同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 9,291千円

１年超 14,336千円

合計 23,627千円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 11,540千円

１年超 19,047千円

合計 30,587千円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年内 8,846千円

１年超 11,781千円

合計 20,627千円

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

(注)     同左 (注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 7,685千円

減価償却費 
相当額 

7,685千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 4,766千円

減価償却費
相当額 

4,766千円

(3) 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 10,685千円

減価償却費
相当額 

10,685千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

 その他有価証券で時価のあるもの 

  

  
  

(デリバティブ取引関係) 

  

  
  

(持分法損益等) 

  

  

種   類 
取 得 原 価 

(千円) 

中間貸借対照表計上額

(千円) 

差   額 

(千円) 

株   式 29,563 50,204 20,640 

種   類 
取 得 原 価 

(千円) 

中間貸借対照表計上額

(千円) 

差   額 

(千円) 

株   式 29,563 49,681 20,117 

種   類 
取 得 原 価 

(千円) 

貸借対照表計上額 

(千円) 

差   額 

(千円) 

株   式 29,563 58,711 29,147 

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行って

おりますが、ヘッジ会計を適用して

おりますので注記の対象から除いて

おります。 

同左 

  

同左 

  

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

関連会社に対する

投資の金額 
36,668千円

持分法を適用した 
場合の投資の金額 

27,936千円

持分法を適用した

場合の投資損失 

の金額 

6,587千円

関連会社に対する

投資の金額 
36,668千円

持分法を適用した

場合の投資の金額
17,545千円

持分法を適用した

場合の投資損失 

の金額 

9,118千円

関連会社に対する

投資の金額 
36,668千円

持分法を適用した 
場合の投資の金額 

27,233千円

持分法を適用した

場合の投資損失 

の金額 

11,832千円



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益または中間純損失（△）算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

 (重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 415.06円 １株当たり純資産額 410.77円 １株当たり純資産額 446.74円

１株当たり中間純損失 13.49円 １株当たり中間純損失 24.39円 １株当たり当期純利益 16.69円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、１株当

たり中間純損失であり、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式がないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当 期純利益または中間純損失

（△）      （千円） 
△46,128 △83,387 57,092 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

普通株式に係る当期純利益または 

中間純損失（△）       （千円） 
△46,128 △83,387 57,092 

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,420 3,419 3,419 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号(代表取締役の異動)の規定に基づく臨時報告書平成18年４

月26日関東財務局長に提出。 

(2) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第45期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月28日関東財務局長に提出。 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

  

平成17年12月16日

麻生フオームクリート株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている麻生フ

オームクリート株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第45期事業年度の中間会計期間(平成17年４月

１日から平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、麻生フオームクリート株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  坂  本  克  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  森     行  一  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

  

平成18年12月18日

麻生フオームクリート株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている麻生フ

オームクリート株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第46期事業年度の中間会計期間(平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変

動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、麻生フオームクリート株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上

  

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  坂  本  克  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  森     行  一  ㊞ 

  
(注) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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